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1．目的
2015年、厚生労働省により事業主に対し従
業員へ年1回のストレスチェック実施が義務
付けられたことからも分かるように、職場に
おける従業員の精神的ないし心理的な因子の
影響が重視されるようになった。職場の物理
的な環境ではなく、従業員の人間関係が生産
性に影響することは「ホーソン実験」により
すでに知られていたが、昨今では職場におけ
る仕事上のストレスや人間関係によるストレ
スが、従業員の作業効率を低下させたり、従
業員の心身の健康を阻害し、精神的衰弱に追
い込んだり、うつ病などの精神疾患の発症を
誘発するなど、早急に解決すべき重要な社会
問題として注目されるようなった 1 ）。
さらに、看護や介護の領域においては、退
職者が多いことも報告されている。日本看
護協会 2 ）による「2017年病院看護実態調査」
では看護職員の離職率は10.9％、また介護
労働安定センター 3 ）による「平成29年度介
護労働実態調査」では介護職員の離職率は
16.2％となっている。看護師の退職・離職理
由に関する日本医労連 4 ）による報告では、「人
員不足で仕事がきつい」（47.7％）が第1位に
挙げられ、「職場の人間関係」（19.7％）も第
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6位に入るなど、仕事や人間関係に起因する
ストレスが主な原因となっている。また、介
護職員の場合は「職場の人間関係」が離職理
由のトップに来ている 5 ）。このような退職・
離職率が高いという事実は、「市場性が高い」
と肯定的に解釈することも、「職場定着性が
低い」と否定的に解釈することも可能である。
欧米のように、自己の能力の向上を目指す
ため、あるいはヘッドハンティングにより転
職するという考えは、これまで終身雇用制を
敷いてきた日本ではあまり歓迎されなかっ
た。しかし、最近になって成果主義の導入や
雇用形態の多様性などにより従業員をめぐる
環境に変化が生じてきた。実際、看護職員の
離職理由に「他の職場への興味」や「進学・
研修・留学」など、キャリアアップを目指す
発展的な理由によるものも多いことが報告さ
れている 6 ）7 ）。
今では、退職・離職に対する否定的なイメー
ジは薄れ、同時に、従業員を使い捨てにする
ブラック企業という単語が人口に膾炙するこ
とによって、退職すること対する抵抗感が低
下しつつある。他方、従業員を酷使し使い捨
てにするようなブラック企業に対し、従業員
を同じ船に乗っている仲間であると考えるゲ
マインシャフト的な事業所は今も存続してお
り、このような事業所では出来る限り職場定
着性を挙げようと福利厚生にも努力している
のも事実である。
後者の代表例である都内 O 病院では、職
場に対する従業員の不満や退職希望者の減少
を目的に、2017年4月より現在に至るまで月1
～3回程度のカウンセリングを長期間継続的
に実施している。この病院では、4月に行わ
れたカウンセリングの結果から改善点を見出
し、その改善を可能な範囲で実行し、その結
果を5月のカウンセリングで別の従業員がど
う評価しているかを知り、不満等がある場合
その解消に図る。順次、このようにカウンセ
リングを実施し、改善点を見出し、改善した
結果が翌月のカウンセリングにおいて別の従
業員がどのように評価しているかを知ること
で職場環境や人間関係の改善を図っている。
実際に、カウンセリングの結果を受けて、介
護福祉士資格取得を推進し、資格手当を月5
万円支給するなど（他の病院では月5千円程
度が相場である）、職場定着性を向上させる
ための改革を行ってきた。
O 病院ではカウンセリングの実施によって
職場環境等が改善されつつあることは、経営
者サイドは職場の雰囲気を通じて実感してい
るものの、具体的に数値化されたエビデンス
に基づくものではない。そこで、この点を明
らかにするために、本研究の代表者が O 病
院の許可を得てカウンセリングに同席し、従
業員の職場に対する不満や退職への希望が減
少しているかを数値で示すことでカウンセリ
ングの効果を調べた。
2．方法
2-1．カウンセリングの対象者
上記都内 O 病院の従業員延べ135名（看護
師54名、介護士57名、その他24名）を対象と
した。カウンセリングは、我々の恣意を除外
するため事業所の事務方から指定された順番
で月12人以下に対し実施した。これ以外のカ
ウンセラーおよびカウンセリングの対象者に
ついての個人情報は O 病院より使用に制限
が課せられたため、性別・年齢・職位・勤続
年数等については公表しない。
2-2．カウンセリングの方法
カウンセラー2人または3人が、従業員1人
に対して、通常20分のカウンセリングを設定
し、必要に応じて1時間まで延長した。カウ
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ンセリングの内容は、従業員にはできる限り
自由に話させて、カウンセラーは傾聴および
受容の姿勢を示した。ただし、情報収集が必
要な場合は、カウンセラーから積極的に質問
した。また、事業所の明確な方針に相反する
希望が従業員からあった場合には、共感でき
ない旨を述べ、産業医を通じて、安全衛生委
員会での議案とすることを提案した。
カウンセリングの頻度は、原則として週1
回程度実施した、すなわち、1回あたりのカ
ウンセリングは3名程度とし、カウンセラー
自身の疲労が蓄積することによる影響をでき
る限り排除した。
カウンセリングの記録は、1週間以内に2名
のカウンセラーが文書化し、翌週のカウンセ
リング前に当該2通の文書を付き合わせ、齟
齬が無いように再検討し記録書面とした。
2-3．カウンセリングにおける調査項目
カウンセリングが実施される中で、以下の
3項目に関する従業員の反応（Yes/ No）を
カウンセリングに同席した本研究の代表者が
記録した。O 病院からの要請により、それ以
外の情報については使用しないことに同意し
たため、各項目に関する従業員の詳しい内容
についてはその記述を省いた。
まず、職場や人間関係に対し従業員が不満
を感じているかどうかについて従業員の反応
を記録した。特に、前者を①全体の体制に対
する不満（騒音、悪臭、室温、不快害虫など
を含む）と②当該従業員個人における不満（給
与、賞与、勤務時間、有給休暇、ポストなど）
に分けてデータを収集した。
次に、カウンセリングの結果、従業員の職
場や人間関係に対する不満に変化が生じたか
を調べ、①それが明らかな改善と見なされた
か、②改善とまではいかなくても何らかの変
化を感じたかについて従業員の反応を記録し
た。
最後に、従業員の退職に対する意識として、
①退職を具体的に希望しているのか、②退職
を漠然と考えているのかに分けて記録した。
3．結果
3-1．職場における従業員の不満
2017年4月のカウンセリング開始時から
2018年8月までの従業員の不満を、人間関係
に対する不満と職場に対する不満とに分け、
さらに職場に対する不満を全体の体制に対す
る不満と当該従業員個人における不満とに分
けて表1に示す。
表1　職場にける従業委員の不満
人数
不満
（複数回答あり）
不満
人間
関係
職場に対して
全体の
体制
個人の
待遇
2017年4月 1 1 1 0 0
5月 9 7 4 3 3
6月 9 1 1 1 0
7月 11 9 3 3 5
8月 10 5 3 1 2
9月 9 1 0 0 1
10月 11 3 2 1 0
11月 12 5 3 3 0
12月 5 1 0 1 0
2018年1月 6 0 0 0 0
2月 8 2 2 0 1
3月 6 1 0 1 1
4月 4 2 1 0 1
5月 4 2 1 1 0
6月 12 2 1 3 1
7月 12 5 2 3 1
8月 6 0 0 1 0
合計 135 　 　 　
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また、半期ごとの不満の変化を％に換算し
て図1に示す。なお、2017年上半期は4月～9
月まで、2017年下半期は10月～12月および
2018年1月～3月まで、2018年度上半期は4月
～8月までの5か月間（9月分は未回収）とする。
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図1　半期ごとの職場における不満の変化
図1から、従業員の不満の内、人間関係に
対する不満は明らかに減少し、個人の待遇に
対する不満も減少傾向にあることが分かる。
全体の体制に対する不満は2018年度上半期で
やや増加傾向にあるが、これは、悪臭対策と
して汚水槽の位置の変更、騒音対策としてダ
クトの位置変更、防虫対策など、大掛かりな
工事が必要なものであり、時間と費用が掛か
り即座の対応が難しいことによるものと考え
られる。しかし、費用は予算化され、工事計
画は具体的に進んでいるので、これらも今後
改善されることが予想される。
3-2． カウンセリングに対する従業員の評価
次に、カウンセリングに対する従業員の評
価について表2にまとめた。2017年4月のカウ
ンセリング開始後、O 病院において人間関係
や職場に対する不満に変化が生じたと感じた
場合、それを①明らかな改善と②何らかの変
化に分けて記した。
同様に、改善についての従業員の意識変化
（％）を半期ごとに分けて図2に示す。
表2　カウンセリングに対する従業員の評価
　
人数 変化 改善 変化を感じる
2017年4月 1 0 0 0
5月 9 2 1 1
6月 9 1 1 0
7月 11 1 0 1
8月 10 3 1 2
9月 9 0 0 0
10月 11 2 2 0
11月 12 6 1 5
12月 5 2 0 2
2018年1月 6 1 0 1
2月 8 1 1 0
3月 6 1 0 1
4月 4 0 0 0
5月 4 0 0 0
6月 12 6 4 2
7月 12 4 2 2
8月 6 0 0 0
合計 135
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図2　改善についての半期ごとの意識変化
図2から、カウンセリングの結果として改
善を感じる従業員は半期ごとに増加している
が、変化を感じる従業員は2017年下半期から
2018年上半期にかけて減少していることが分
かる。これは、「変化を感じた」から「改善
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を感じた」方に転じたための減少と考えられ
る。
3-3．従業員の退職に対する意識
以上をふまえて、従業員の退職に対する意
識について表3にまとめた。2017年4月のカウ
ンセリング開始後、退職を具体的に希望して
いる従業員と、退職について漠然と考えてい
る従業員について分けて記した。
同様に、従業員の退職に対する意識変化
（％）を半期ごとに分けて図3に示す。
表3　従業員の退職に対する意識
　
人数 退職
退職を
希望
退職を
考えている
2017年4月 1 1 1 0
5月 9 2 1 1
6月 9 1 0 1
7月 11 2 2 0
8月 10 2 0 2
9月 9 0 0 0
10月 11 3 2 1
11月 12 0 0 0
12月 5 1 1 0
2018年1月 6 0 0 0
2月 8 0 0 0
3月 6 1 1 0
4月 4 0 0 0
5月 4 1 1 0
6月 12 1 0 1
7月 12 2 0 2
8月 6 0 0 0
合計 135
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図3　従業員の退職に対する意識変化
図3は、2017年上半期と下半期では退職希
望者数に変化は見られないが、2018年上半期
には明らかに減少していることを示してい
る。他方、退職を漠然と考えている従業員は
2017年下半期で減少しているが、2018年上半
期では2017年上半期の水準に戻っている。こ
れは、退職を「具体的に考える」ほどではな
く「漠然と考える」方向にシフトしたとも考
えられる。
4．考察
O 病院では全従業員を対象にカウンセリン
グを行い、その結果を受けて職場環境や人間
関係等の改善を段階的に行っている。つまり、
カウンセリングを長期的に実施することに
よって従業員は何を望み、何を改善してほし
いのかを経営者が知り、できる限り彼らの要
望に沿うように段階的に改善を行っている。
本研究は、O 病院におけるカウンセリング効
果を3つの調査項目の結果から具体的に示し
た。つまり、カウンセリングを実施したこと
により、O 病院における従業員の人間関係に
対する不満や職場における個人の待遇に対す
る不満は減少し（図1参照）、人間関係や職場
環境が改善したと感じた従業員も増加傾向に
ある（図2参照）。その結果、退職を希望する
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従業員が減少傾向にある（図3参照）ことが
分かった。
ところで、従業員の間でカウンセリングを
受けることに対し差別意識があり、それがカ
ウンセリング利用への高いハードルであると
感じているカウンセラーは実に74.3％にのぼ
る 8 ）ことから、実際にカウンセリングを利
用する従業員は少ないと考えられる。例えば、
Cooper 9 ）による報告では、イギリスの全企
業の約10％がカウンセリングを導入している
が、カウンセリングを利用する従業員は6％
に留まっている。したがって、カウンセリン
グを受けたくても、その機会を利用できない
従業員の職場に対する意見や考え、あるいは
思いを職場の改善やメンタルヘルス対策等に
反映されないという懸念がある。
そこで、本研究でのカウンセリングは、問
題のある従業員に対してだけでなく、全従業
員を対象に行うことでこの点をカバーした。
しかし、逆に何ら問題のない従業員のデータ
が含まれることによってカウンセリングの効
果等が歪められてしまう可能性もある。例え
ば、人間関係や職場の環境に不満があると回
答した（問題のある）授業員の中で、明らか
に改善されたと感じた従業員は、2017年上
半期で12.5％であったが、下半期では33.3％、
2018年上半期では54.5％と上昇している。つ
まり、問題のない従業員にとってはカウンセ
リングの効果は意識化されず、また理解され
にくいことを示唆している。
このことは、問題のない従業員から事業所
に対して「カウンセリングなど意味が無い。
カウンセラーに対して報酬を支払うよりも、
自分らの給与を増やしてくれ」と言われるリ
スクがあることを示している。したがって、
カウンセラーは全従業員に対してカウンセリ
ングを行うと同時に、事業者と密接にコンタ
クトを取って、職場環境改善効果が認められ
ることのエビデンスを数値化して示すことが
必要と解される（そうでなければ、従業員ら
の希望によってカウンセラーが解雇され、カ
ウンセリングが中断されることで職場環境が
再び悪化し、従業員も事業所も不幸になるこ
とが予想される）。ただし、この際、エビデ
ンスの数値化と従業員のプライバシーやカウ
ンセリングにおける守秘義務との間にジレン
マの生じる恐れがあることにも留意しなけれ
ばならない。
最近では , 職場内のコミュニケーションの
希薄化が懸念されている10）。日本産業カウン
セラー協会11）の報告によると、従業員を取
り巻く項目で問題ありとして選択される率
は、「コミュニケーションの減少」で25.3％、
「人間関係の希薄化」で23.1% となっている。
特に、医療機関での職務は人対人の「対人援
助」が基本であり、自分の感情をコントロー
ルし、相手に合わせた言葉・表情・態度で対
応することが求められる「感情労働」とも言
われている12）。そのため、医療機関内でのコ
ミュニケーション不足や人間関係に問題を感
じている場合、メンタルヘルス疾患を発症す
る可能性がある。その対策として、カウンセ
リングの重要性が広まりつつある。この点に
おいても全従業員はカウンセリングの重要性
を理解する必要があると思われる。
5．結論
今回の研究は、1年5か月（継続中）に渡っ
て行われた O 病院の従業員に対するカウン
セリングが段階的に人間関係を含む職場環境
の改善に貢献しているか調査したものであ
る。O 病院では、月ごとに得られたカウンセ
リングの内容を吟味し、そのつど可能な範囲
で職場の環境を改善したり、人間関係で問題
がある場合は経営者サイドがその対策に応じ
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たりしており、すでに O 病院としてはカウ
ンセリングの効果を実感していたが、具体的
に効果を示す数値は示されていなかった。そ
こで、本研究は①職場や人間関係に対する不
満、②カウンセリング実施の評価、③退職に
対する意識の3点について具体的に数値化す
ることでカウンセリング効果を示した。今後
の研究としては、従業員全員を対象にアン
ケート調査を行い、質問項目に対する回答の
分析結果からカウンセリング効果を多面的に
調査していくことが望まれる。同時に、個人
の意識変化についても複数回のカウンセリン
グの中で比較していくことも必要と考える。
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